
証券コード　７０９７
２０２６年１０月８日

株　主　各　位
東京都千代田区有楽町一丁目２番２号
株 式 会 社 さ く ら さ く プ ラ ス
代表取締役社長 中 山 隆 志

【当社ウェブサイト】
https://www.sakurasakuplus.jp/ir/stock/meeting/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第９期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第９期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
あげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記の当社ウェブサイトにアクセスいただき、ファイル名「第9期定時株主総会招集通知」を選択
してご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「さくらさくプラス」又は
「コード」に当社証券コード「7097」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に
選択して「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、書面（郵送）又はインターネットのいずれかの方法によって議
決権を行使できますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、２０２６年１０月２２日
（木曜日）午後５時４５分までに議決権を行使いただきますようお願い申しあげます。

敬　具
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１．日 時 ２０２６年１０月２３日（金曜日）午前１０時（受付開始：午前９時３０分）
２．場 所 東京都千代田区有楽町一丁目２番２号

東宝日比谷ビル　６階
株式会社さくらさくプラス本社会議室
末尾に記載の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第９期（２０２５年８月１日から２０２６年７月３１日まで）事業報告、連結

計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第９期（２０２５年８月１日から２０２６年７月３１日まで）計算書類報告の

件
決 議 事 項
第１号議案 資本金及び資本準備金の額の減少の件
第２号議案
第３号議案
第４号議案
第５号議案

剰余金の処分の件
定款一部変更の件
取締役１名選任の件
取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件

     

記

以　上

（１）当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場
受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
（２）電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及び東証
ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
（３）書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表
示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
（４）次の事項につきましては、法令の規定に基づき、株主様に対して交付する書面には記載してお
りません。
　・事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」
　・連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
　・計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
なお、会計監査人及び監査役は、上記の事項を含む監査対象書類を監査しております。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださい。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、切手を貼らずに
ご投函ください。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2026年10月23日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前9時30分）

2026年10月22日（木曜日）
午後5時45分到着分まで

2026年10月22日（木曜日）
午後5時45分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

第1、2、3、4、5号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱い
いたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいた
します。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力す
ることなく、議決権行使ウェブサイトにログインすることができ
ます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
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(2025年８月 1 日から
2026年７月31日まで)
事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
⑴ 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当連結会計年度における我が国の経済は、中国情勢を巡る不透明感が残るものの、訪日外客

数は高水準で推移しており、インバウンド需要は堅調に推移し景気を下支えしました。一方
で、物価上昇に伴う個人消費の伸び悩みから、内需主導による自律的な回復力は欠けるもの
の、全体的には緩やかな回復基調で推移しました。しかしながら、中東情勢の緊迫化に伴うホ
ルムズ海峡の航行リスクやエネルギー価格の高騰をはじめ、地政学リスクの長期化が広範な分
野に波及しています。さらに、米国の通商政策が我が国経済に及ぼす影響への警戒感など、先
行きは依然として不透明な状況が続いています。

当社グループを取り巻く事業環境は、厚生労働省の人口動態統計速報値（2026年７月24日
公表）によると、2026年５月の出生数は前年同月から1,055人減の５万9,663人（対前年同
月比1.7％減）となったものの、2026年１～５月累計の出生数は前年同期から1,243人増の
28万2,222人（対前年同期比0.4％増加）と下げ止まりの兆しはありますが、引き続き緩やか
な減少傾向にあると言えます。このような少子化への対策として、こども家庭庁は2024年度
から2026年度までの３年間を集中取組期間とした「こども・子育て支援加速化プラン」にお
いて前例のない抜本的な施策強化を推進しています。

また、総務省が公表した労働力調査（2026年７月31日公表）によると、2026年６月分の
労働力人口は前年同月から19万人増の7,068万人となる中、就業者数は前年同月から17万人
増の6,890万人でした。男女別でみると、男性が前年同月から１万人増の3,729万人だったの
に対し、女性は同16万人増の3,161万人となり、女性が堅調な増加を担う構図が続いてお
り、女性の労働参加拡大が全体を下支えしているといえます。このように共働き家族・子育て
家族のさらなる増加が見込まれ、女性の社会進出による様々なニーズへのサポート強化が益々
重要となっています。

このような環境下、共働き家族・子育て家族のための総合ソリューションカンパニーとし
て、株式会社さくらさくみらいが運営する保育サービスを中核に、保育サービスのICT化を推
進した子育て支援サービスの充実、子育て支援住宅の企画・開発、保育業界に向けたeラーニ
ングによる豊富な研修コンテンツの提供、さらに女性の健康とQOL（生活の質）の向上を目
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指したフェムケア事業の展開など、共働き家族・子育て家庭とその周辺の皆さまへのサポート
を強化し、安心と安全を提供すべく事業活動を推進しております。

なお、当連結会計年度においては、2026年４月１日に大阪市認可保育所を１施設開設し、
さらに東京都認可保育所を１施設増床いたしました。

（2026年４月開園）
さくらさくみらい　東平（大阪市中央区）
（2026年４月増床）
さくらさくみらい　晴海（東京都中央区）

以上の結果、当連結会計年度末時点で当社グループが営む保育施設の数は、認可保育所（東
京都）82施設、認可保育所（埼玉県）１施設、認可保育所（千葉県）１施設、認可保育所
（大阪府）４施設、認証保育所（東京都）１施設の計89施設となっております。

この結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高17,593百万円（前期比4.3％減）、営業利
益975百万円（同14.4%減）、経常利益1,027百万円（同0.5％減）、親会社株主に帰属する
当期純利益652百万円（同6.8％増）となりました。

なお、当社グループは子ども・子育て支援事業の単一セグメントであるため、セグメント別
の記載は省略しております。

② 設備投資の状況
　当連結会計年度に実施した当社グループの設備投資の総額は2,824百万円であり、その主な
ものは、賃貸用不動産の取得、認可保育所の設備工事やソフトウェア等であります。
　なお、当社グループは子ども・子育て支援事業の単一セグメントであるため、セグメント別
の記載はしておりません。

③ 資金調達の状況
　当社グループの所要資金として、金融機関より長期借入金として2,507百万円の調達を行い
ました。また、資金の機動的かつ安定的な調達に向け、取引銀行２行と500百万円の当座貸越
契約を締結いたしました。

④ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　当社は、2026年３月13日付で、当社の連結子会社であった株式会社VAMOSの全発行済株
式を譲渡しました。
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区 分 第 ６ 期
(2023年７月期)

第 ７ 期
(2024年７月期)

第 ８ 期
(2025年７月期)

第 ９ 期
(2026年７月期)
(当連結会計年度)

売 上 高 (百万円) 13,844 17,212 18,388 17,593

経 常 利 益 (百万円) 542 871 1,032 1,027

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 (百万円) 325 607 611 652

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 72円24銭 137円64銭 140円29銭 147円53銭

総 資 産 (百万円) 14,488 13,638 13,258 15,334

純 資 産 (百万円) 4,942 5,288 5,821 6,080

１ 株 当 た り 純 資 産 1,090円03銭 1,221円40銭 1,325円85銭 1,399円03銭

区 分 第 ６ 期
(2023年7月期)

第 ７ 期
(2024年7月期)

第 ８ 期
(2025年7月期)

第 ９ 期
(2026年７月期)

(当事業年度)
営 業 収 益 (百万円) 525 700 847 986

経 常 利 益 (百万円) 6 66 337 343
当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （ △ ） (百万円) △29 △41 308 140
１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△) △6円45銭 △9円48銭 70円69銭 31円85銭

総 資 産 (百万円) 2,481 2,056 2,330 4,478

純 資 産 (百万円) 1,606 1,304 1,554 1,302

１ 株 当 た り 純 資 産 355円81銭 302円43銭 354円12銭 299円59銭

⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況

② 当社の財産及び損益の状況
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会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 さ く ら さ く み ら い 93百万円 100.0％ 子ども・子育て支援事業

株式会社さくらさくパワーズ 9百万円 100.0％ 子ども・子育て支援事業

株 式 会 社 み ら い パ レ ッ ト 50百万円 100.0％ 子ども・子育て支援事業

株式会社保育のデザイン研究所 30百万円 100.0％ 子ども・子育て支援事業

株 式 会 社 Y E L L 0百万円 100.0％ 子ども・子育て支援事業

⑶ 重要な親会社及び子会社の状況（2026年７月31日現在）
① 親会社の状況
　　　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）１.特定完全子会社に該当する子会社はありません。
　　　２.当社子会社であった株式会社VAMOSは、当社が保有する同社株式の全部を2026年３月13日付で
　　　　 譲渡いたしました。
　　　３.当社子会社であった株式会社みんなのみらいは、2026年２月16日をもって解散し、2026年７月
　　　　31日に清算手続きが終結いたしました。
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⑷ 対処すべき課題
① 継続的な人材の確保
　当社グループの子ども・子育て支援事業は、事業拡大にあたって保育士・栄養士・看護師資
格を有する優秀な人材等が不可欠であるため、優秀な人材の確保に努めてまいります。当社グ
ループでは、年間を通じて全国各地で新卒の採用を含めた積極的な採用活動を自社ホームペー
ジ等を活用し行うとともに、従業員社宅制度や研修制度の充実、雇用条件の向上など、働きや
すい環境づくりに注力してまいります。

② ドミナント戦略の強化
　当社グループは、全国的に待機児童が減少する一方で、依然として底堅いニーズを保つ都心
部をターゲットとして、過去の運営実績や経験で培ったノウハウにより、収益性の高い認可保
育所に特化した施設開設に注力してまいりました。当面は首都圏都心部における児童の確保、
従業員採用や定着における優位性があると見込まれるため、当該エリアにおける認可保育所の
開設に注力していく方針であります。

③ 新規事業への進出
　当社グループの主要事業及び収益源は子ども・子育て支援事業であるため、急速な少子化や
国、地方自治体の政策の変更により当社グループの業績は大きく影響を受ける可能性がありま
す。当該状況を踏まえ、経営の安定化を図るためにも、当社グループが保有するノウハウを活
用し、政策の影響を受けない新規事業領域への進出を継続的に実施してまいります。

④ コンプライアンスの遵守
　当社グループの運営する保育所サービスは許認可事業であるため、児童福祉法や施設利用者
の個人情報保護に関する法律等の関連法令を遵守することは、事業を継続するために特に重要
であると認識しております。当社グループでは、適宜改正される関連法令を適時に把握し、社
内に周知できるように社内規程等をはじめとしたルール及び体制を整備し、社内研修等により
コンプライアンス遵守の組織文化の醸成を図ってまいります。

－ 9 －



⑤ 設備投資資金の調達
　当社グループでは、子ども・子育て支援事業に関する継続的な開設を計画していることか
ら、開設に係る設備資金を安定的に確保することが重要な課題であると認識しております。一
方で、有利子負債比率の上昇は経営の健全性を阻害する可能性があるため、財務の健全性の向
上を図るべく、金融機関からの借入、社債発行、株式発行等による複数の資金調達手段を組み
合わせ、最適な財務政策を検討してまいります。

⑥ 不動産の確保
　当社グループが認可保育所を開設するにあたっては、不動産所有者から保育所建設予定の土
地や建物を賃借し、自治体より許認可を得ることとなります。ならびにその他周辺事業（子ど
も・子育て支援）の拡張を含め、自治体、利用者、当社グループのそれぞれのニーズを満たす
最適な物件の情報を適時に取得するためには、不動産関連事業者等との関係構築が不可欠とな
ります。当社グループ経営陣は不動産業界での豊富な経験とネットワークを有しております
が、引き続きこれらのネットワークの拡充に努めてまいります。

⑦ 業務の効率化
　当社グループでは、業務の効率化による就業環境の向上を目的に、ICT化による保育士の業
務負担の軽減を図り、保育の質をより高める体制づくりを推進しております。また、このICT
化により利用者への情報提供ならびにコミュニケーションにおける利便性が生まれ、さらなる
保育サービスの向上に取り組んでおります。なお、ICT化においては、情報漏洩等への対策、
管理体制の強化を併せて進めてまいります。

⑸ 企業集団の主要な事業内容（2026年7月31日現在）
　　　当社の主要な事業は、子ども・子育て支援事業であります。
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当 社 本社：東京都千代田区

株 式 会 社 さ く ら さ く み ら い 本社：東京都千代田区

株 式 会 社 さ く ら さ く パ ワ ー ズ 本社：東京都千代田区

株 式 会 社 み ら い パ レ ッ ト 本社：東京都千代田区

株式会社保育のデザイン研究所 本社：神奈川県藤沢市

株 式 会 社 Y E L L 本社：東京都千代田区

⑹ 企業集団の主要な拠点等（2026年７月31日現在）

（注）１.当社子会社であった株式会社VAMOSは、当社が保有する同社株式の全部を2026年３月13日付で
　　　　 譲渡いたしました。
　　　２.当社子会社であった株式会社みんなのみらいは、2026年２月16日をもって解散し、2026年７月
　　　　31日に清算手続きが終結いたしました。

－ 11 －



従 業 員 数 前事業年度末比増減 従業員の平均年齢 従業員の平均勤続年数

34(０)名 １名増（１名減） 43.2歳 6.9年

⑺ 企業集団の従業員の状況（2026年７月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況
　　従業員数：1,786名（365名）　（前期比18（88）名減）

（注）１. 従業員数は、就業人員であります。
　　　２. 臨時雇用者数につきましては、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。なお、臨時雇用者

はパートタイマー、アルバイト、派遣社員を含んでおります。
　　　３. 当社グループは子ども・子育て支援事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載はしてお

りません。
　　　４. 臨時雇用者数が前期末と比べて88名減少しておりますが、その主な理由は、株式会社VAMOSの全

株式を譲渡したことに伴い、連結の範囲から除外したことによるものであります。

② 当社の従業員の状況

（注）１. 従業員数は、当社子会社との兼務者を含む就業人員であります。
　　　２. 臨時雇用者数につきましては、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。なお、臨時雇用者

はパートタイマー、アルバイト、派遣社員を含んでおります。

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,201百万円

株 式 会 社 横 浜 銀 行 1,183百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 981百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 334百万円

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 313百万円

株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 213百万円

⑻ 企業集団の主要な借入先の状況（2026年７月31日現在）

（注）１. 借入残高が100百万円以上の金融機関を記載しております。
２. 当社及び連結子会社は、設備資金及び運転資金の安定的かつ効率的な調達を行うために取引銀行9行
と総額2,950百万円の当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。当該契約に基
づく当連結会計年度末の借入未実行残高は2,460百万円であります。
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株 主 名 持 株 数 （ 株 ） 持 株 比 率 ( % )

株 式 会 社 Ｔ Ｋ Ｓ 669,000 15.39

株 式 会 社 だ い ぎ 480,000 11.04

株 式 会 社 プ ラ ス ユ ー 464,000 10.68

中 山 隆 志 455,000 10.47

田 中 順 也 189,000 4.35

株 式 会 社 ク リ エ イ ト バ リ ュ ー 162,000 3.73

森 田 周 平 123,000 2.83

西 尾 義 隆 73,300 1.69

株 式 会 社 フ ル タ イ ム シ ス テ ム 65,000 1.50

政　　　　　 岡　　　　　　　　　  　　 元 60,000 1.38

２. 会社の現況
⑴ 株式の状況（2026年７月31日現在）

① 発行可能株式総数 12,000,000株
② 発行済株式の総数   4,629,100株（うち自己株式282,584株）
③ 株主数          5,616名
④ 大株主（上位10位）

（注）１．当社は、自己株式282,584株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま
す。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑵ 新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 中 山 隆 志

株式会社さくらさくみらい　取締役
株式会社さくらさくパワーズ　取締役
株式会社あかるいみらいアセット　取締役
株式会社みらいパレット　取締役
株式会社YELL　取締役

取 締 役 専 務 森 田 周 平 株式会社さくらさくみらい　代表取締役社長
株式会社さくらさくパワーズ　取締役

取 締 役 北 村 聡 子

半蔵門総合法律事務所　パートナー
キャリアリンク株式会社　社外取締役
日本保険学会　理事
全国共済農業協同組合連合会　監事
株式会社ヤクルト本社　社外監査役
株式会社さくらさくみらい　取締役

常 勤 監 査 役 野 中 利 夫

株式会社さくらさくみらい　監査役
株式会社さくらさくパワーズ　監査役
株式会社みらいパレット　監査役
株式会社保育のデザイン研究所　監査役
株式会社YELL　監査役

監 査 役 横 田 絵 美
株式会社さくらさくみらい　監査役
株式会社さくらさくパワーズ　監査役
Global　Mobility　Service株式会社　取締役

監 査 役 金 井 重 高 株式会社FUNDINNO　監査役
株式会社Macbee Planet　取締役監査等委員

⑶ 会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2026年７月31日現在）

（注）１. 取締役 北村聡子氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２. 監査役 野中利夫氏及び金井重高氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３. 監査役 横田絵美氏及び金井重高氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。
４. 当社は、取締役 北村聡子氏並びに監査役 野中利夫氏及び金井重高氏を、東京証券取引所の定めに基

づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
５. 2026年２月28日付けで代表取締役社長西尾義隆氏は取締役を辞任いたしました。なお辞任時におけ

る重要な兼職は株式会社さくらさくみらい代表取締役社長、株式会社さくらさくパワーズ取締役、株
式会社みらいパレット取締役、株式会社ＹＥＬＬ代表取締役社長でありました。
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区 分 支 給 人 数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

４名
（１名）

74百万円
（3百万円）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

３名
（２名）

14百万円
（12百万円）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

７名
（３名）

88百万円
（15百万円）

② 取締役及び監査役の報酬等
イ. 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役の報酬限度額は、2018年10月31日開催の定時株主総会において年額300百万円以内と決議
いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は３名です。

２. 監査役の報酬限度額は、2018年10月31日開催の定時株主総会において年額50百万円以内と決議い
ただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。

３. 当事業年度に係る報酬等は、月額報酬（固定）のみであります。
４. 報酬等の額には、2026年２月28日に辞任した取締役１名に対する報酬等の額を含めております。
５. 当事業年度において、社外役員が当社の子会社等から受けた役員報酬等はありません。

ロ. 役員の報酬等の額の決定に関する方針
　取締役及び監査役の報酬等は、月額報酬（固定）のみで構成されております。監査役の報
酬は監査役の協議にて決定しております。また、取締役の報酬の決定方針は取締役会におい
て決議しており、その内容は以下のとおりです。取締役会は、当事業年度にかかる取締役の
個人別の報酬等は当該報酬の決定方針の内容と整合していることから、当該決定方針に沿う
ものであると判断しております。
① 取締役の個人別の報酬等の額は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、当社の

経営状況、個々の役員の職責及び実績等を勘案し取締役会で決定する。
② 非金銭報酬等は採用せず、金銭報酬のみとする。
③ 業績連動報酬等は採用しない。
④ 月例固定報酬とする。
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区 分 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 北 村 聡 子

半蔵門総合法律事務所　パートナー
キャリアリンク株式会社　社外取締役
日本保険学会　理事
全国共済農業協同組合連合会　監事
株式会社ヤクルト本社　社外監査役
株式会社さくらさくみらい　取締役

常 勤 監 査 役 野 中 利 夫

株式会社さくらさくみらい　監査役
株式会社さくらさくパワーズ　監査役
株式会社みらいパレット　監査役
株式会社保育のデザイン研究所　監査役
株式会社YELL　監査役

監 査 役 金 井 重 高 株式会社FUNDINNO　監査役
株式会社Macbee Planet　取締役監査等委員

区 分 氏 名 活 動 状 況

取締役 北 村 聡 子

当事業年度に開催された取締役会の全21回中20回に出席しました。弁
護士としての企業法務に関する幅広い知見から、その知識と経験に基づ
き、当社の経営の重要事項の決定及び業務執行の監督を行う等、議案の
審議等に関して適宜助言や提言を行っております。

監査役 野 中 利 夫
当事業年度に開催された取締役会及び監査役会の全回に出席しました。
監査業務の豊富な経験に基づき、その専門的見地からの助言・提言を行
っております。

監査役 金 井 重 高
当事業年度に開催された取締役会及び監査役会の全回に出席しました。
公認会計士として主に会社の会計全般について、専門家としての見識に
基づく助言・提言を行っております。

③ 社外役員に関する事項
イ. 社外役員の重要な兼職等

（注）当社と上記各兼職先との間に特別の利害関係はありません。

ロ. 社外役員の主な活動状況

ハ. 社外役員が子会社等から受けた役員報酬等の総額
　　　該当事項はありません。
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④ 責任限定契約の内容の概要

　当社は、取締役（業務執行取締役であるものを除く）及び監査役との間で、会社法第427条
第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任について法令に定める要件に該当
する場合には、賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めており、当社
と取締役（業務執行取締役であるものを除く）及び監査役は、当該責任限定契約を締結してお
ります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。なお、
当該責任限定が認められるのは、当該取締役（業務執行取締役であるものを除く）又は監査役
が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

⑤ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、保険会社との間で、当社グループの取締役及び監査役の全員を被保険者として、会
社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しております。当該保険契
約の内容は、会社役員等賠償責任保険普通保険の他、株主代表訴訟補償特約、会社補償支払特
約等であります。なお、当該保険の保険料は全額を会社が負担しております。

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 25百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 25百万円

⑷ 会計監査人の状況
① 名称　　　　　　　　　　監査法人東海会計社

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実
務指針」を踏まえ、取締役会が提案した会計監査人に対する報酬に対して、監査時間や報酬単価等の
算出根拠を確認した結果、監査品質の維持向上のために相当であると判断し、会社法第399条第1項
の同意を行っています。
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③ 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社の監査役会の会計監査人の選定方針は、職業的専門家としての高い知見を有し、独立性
及び監査品質が確保されており、当社の業務内容や事業規模を踏まえ、コスト面を含めて効率
的かつ効果的な監査業務の運営が期待できることであります。
　会計監査人を選任・解任するにあたっては、当社の監査役会規程の「会計監査人の選解任に
関する決定等」に基づき、会計監査人の職務執行状況、監査体制、独立性及び専門性などが適
切であるかについて確認を行い、判断しております。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる
場合等には、監査役の全員の同意により、会計監査人の解任を決定いたします。
　また、会計監査人の監査品質、品質管理、独立性、総合的能力等の観点から、会計監査人が
監査を十全に遂行することが困難であると認められる場合には、監査役会は、株主総会に提出
する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

⑤ 責任限定契約の内容の概要
　当社と会計監査人監査法人東海会計社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。

３. 会社の支配に関する基本方針
　　　該当事項はありません。
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科 目 金 額 科 目 金 額

（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

販 売 用 不 動 産

仕 掛 販 売 用 不 動 産

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他　

5,830

2,371

1,604

182

1,308

362

9,504

8,048

6,709

123

915

213

85

372

190

182

1,083

724

359　

（負　  債　  の　  部）

流 動 負 債 3,225

短 期 借 入 金 823

１年内返済予定の長期借入金 650

未 払 金 929

未 払 法 人 税 等 95

賞 与 引 当 金 231

そ の 他 496

固 定 負 債 6,028

長 期 借 入 金 3,866

リ ー ス 債 務 190

繰 延 税 金 負 債 1,867

そ の 他 103

負 債 合 計 9,253

（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 6,080

資 本 金 599

資 本 剰 余 金 784

利 益 剰 余 金 5,164

自 己 株 式 △467

純 資 産 合 計 6,080

資 産 合 計 15,334 負 債 純 資 産 合 計 15,334

連 結 貸 借 対 照 表
（2026年７月31日現在）

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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(2025年８月 1日から
2026年７月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 17,593
売 上 原 価 14,836
売 上 総 利 益 2,756
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,781
営 業 利 益 975
営 業 外 収 益

補 助 金 収 入 232
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 18
そ の 他 8 259

営 業 外 費 用
支 払 利 息 71
開 業 準 備 費 62
支 払 手 数 料 66
そ の 他 6 207

経 常 利 益 1,027
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1
リ ー ス 解 約 益 3 4

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 4
減 損 損 失 190
そ の 他 6 201

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 830
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 195
法 人 税 等 調 整 額 △17 177
当 期 純 利 益 652
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 652

連 結 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

関 係 会 社 未 収 入 金

前 払 費 用

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他　

1,083

490

96

31

450

14

3,395

80

68

11

7

2

5

3,307

818

2,284

67

119

17　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 696
短 期 借 入 金 348
１年内返済予定の長期借入金 227
未 払 金 96
未 払 費 用 6
未 払 法 人 税 等 2
預 り 金 5
賞 与 引 当 金 10

固 定 負 債 2,480
長 期 借 入 金 2,480

負 債 合 計 3,176
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 1,302
資 本 金 599
資 本 剰 余 金 784
資 本 準 備 金 549
そ の 他 資 本 剰 余 金 234

利 益 剰 余 金 385
そ の 他 利 益 剰 余 金 385
繰 越 利 益 剰 余 金 385

自 己 株 式 △467
純 資 産 合 計 1,302

資 産 合 計 4,478 負 債 純 資 産 合 計 4,478

貸　借　対　照　表
（2026年７月31日現在）

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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(2025年８月 １日から
2026年７月31日まで)

科 目 金 額

営 業 収 益 986

営 業 費 用 627

営 業 利 益 359

営 業 外 収 益

受 取 利 息 27

そ の 他 0 27

営 業 外 費 用

支 払 利 息 29

支 払 手 数 料 13

そ の 他 0 43

経 常 利 益 343

特 別 損 失

関 係 会 社 債 権 放 棄 損 260 260

税 引 前 当 期 純 利 益 82

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 0

法 人 税 等 調 整 額 △59 △58

当 期 純 利 益 140

損　益　計　算　書

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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独立監査人の監査報告書
2026年９月24日

株式会社さくらさくプラス
取締役会　御中

監査法人東海会計社
愛知県名古屋市
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 片 井 悠 太
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 神 谷 善 昌

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社さくらさくプラスの2025年８月１日から2026年７
月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式
会社さくらさくプラス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立
案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付
ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意
を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や
会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手
するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関し
て責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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独立監査人の監査報告書
2026年９月24日

株式会社さくらさくプラス
取締役会　御中

監査法人東海会計社
愛知県名古屋市
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 片 井 悠 太
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 神 谷 善 昌

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社さくらさくプラスの2025年８月
１日から2026年７月31日までの第９期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行っ
た。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規
定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検
討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書にお
いて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適
切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、
監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2025年8月1日から2026年7月31日までの第９期事業年度における取締役の職務の執行
に関して、各監査役の監査結果に基づき、審議の上、本監査報告を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める
とともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎
通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なもの
として会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認

めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ

ません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ

ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　　会計監査人監査法人東海会計社の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　　　会計監査人監査法人東海会計社の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2026年９月24日

株式会社さくらさくプラス監査役会
常 勤 監 査 役

（ 社 外 監 査 役 ） 野 中 利 夫 ㊞
監 査 役 横 田 絵 美 ㊞
社 外 監 査 役 金 井 重 高 ㊞

　

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　資本金及び資本準備金の額の減少の件
　今後の資本政策の柔軟性及び機動性を確保することを目的として、会社法第447条第１項及び会社
法第448条第１項の規定に基づき、資本金及び資本準備金の額を減少し、その他資本剰余金に振り替
えたいと存じます。

１．資本金の額の減少の内容

(1) 減少する資本金の額
　資本金の額599,612,430円のうち529,612,430円を減少し、その減少額全額をその他資本剰
余金に振り替え、減少後の資本金の額を70,000,000円といたしたいと存じます。なお、当社が
発行している新株予約権が資本金の額の減少が効力を生ずる日までの期間に行使された場合、資
本金の額が変動いたします。

(2) 資本金の額の減少が効力を生ずる日
2026年10月23日（予定）

２．資本準備金の額の減少の内容

(1) 減少する資本準備金の額
　資本準備金の額549,612,430円の全額を減少して、その他資本剰余金に振り替え、減少後の
資本準備金の額を０円といたしたいと存じます。なお、当社が発行している新株予約権が資本準
備金の額の減少が効力を生ずる日までの期間に行使された場合、資本準備金の額が変動いたしま
す。

(2) 資本準備金の額の減少が効力を生ずる日
2026年10月23日（予定）
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第２号議案　剰余金の処分の件
　当社は株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つとして認識し、安定的な配当を基本としつ
つ、業績及び財務状況等を総合的に勘案して利益還元を行う方針であります。
　当期の期末配当金につきましては、１株につき14円とさせていただきたいと存じます。これによ
り中間配当（１株につき14円）を加えた年間配当金は、１株につき28円となります。

期末配当に関する事項
① 配当財産の種類
　金銭といたします。
② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき14円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は60,851,224円となります。
③ 剰余金の配当が効力を生じる日
　2026年10月26日といたしたいと存じます。
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現 行 定 款 変 更 案

（目的） （目的）
第２条　当会社は、次の事業を営むことお

よび次の事業を営む会社（外国会
社を含む。）、組合（外国におけ
る組合に相当するものを含
む。）、その他これに準ずる事業
体の株式又は持分を所有すること
により、当該会社等の事業活動を
支配・管理することを目的とす
る。

第２条　　　（現行どおり）

（新設）

1．保育園・託児所・ベビーホテルの経
営

2．不動産業
3．保育園向け管理ソフトウェアの開発
および販売

4．幼児向け教育ソフトウェアの開発お
よび販売

5．労働者派遣事業
6．有料職業紹介事業
7．飲食店の企画・経営
8．飲食料品の販売
9．給食請負事業

（新設）
10．前各号に関するコンサルティング
11．前各号に附帯する一切の業務

1．共働き世帯および子ども・子育て支
援事業

2．保育園・託児所・ベビーホテルの経
営

3．不動産業
4．保育園向け管理ソフトウェアの開発
および販売

5．幼児向け教育ソフトウェアの開発お
よび販売

6．労働者派遣事業
7．有料職業紹介事業
8．飲食店の企画・経営
9．飲食料品の販売
10．給食請負事業
11．インターネット等を通じた商取引
12．前各号に関するコンサルティング
13．前各号に附帯する一切の業務

第３号議案　定款一部変更の件
１. 提案の理由
　当社の今後の事業展開に備えるため、現行定款第２条（目的）に事業目的の追加を行うもので
あります。また、号文の追加に伴い、号数の繰り下げを行うものであります。

２. 変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
並びに、重  要  な  兼  職  の  状  況

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

いし

石
 

　
 

　
かわ

川
 

　
 

　
ゆう

祐
 

　
 

　
すけ

介
(1979年７月２日)

2004年12月 あずさ監査法人（現有限責任あずさ監
査法人）入所

2008年８月 公認会計士登録
2013年７月 ソフトバンク株式会社（現ソフトバン

クグループ株式会社）入社
2017年８月 アキュルナ株式会社入社

取締役財務担当
    2018年９月 株式会社シンカ入社

執行役員CFO
2020年３月 同社取締役CFO
2025年５月 TYPICA Holdings株式会社入社
2025年７月 石川祐介公認会計士事務所

設立代表（現任）
EpiMetrix株式会社（現Epigenetic AI 
株式会社）入社
執行役員CFO

2026年５月 株式会社さくらさくみらい
取締役（現任）

－株

【選任理由】
　石川祐介氏は、公認会計士としての高い専門知識と豊かな財務・会計に関する知見を有しておりま
す。今般、当社の経営体制およびガバナンス体制をさらに強化するため、新たに取締役として選任を
お願いするものであります。同氏の専門的知見や経験は、当社の持続的な成長と企業価値の向上に大
きく貢献いただけるものと判断し、取締役候補者としております。

第４号議案　取締役１名選任の件
　経営体制の強化を図るため取締役１名の増員をすることとし、取締役１名の選任をお願い
するものであります。なお、新たに選任された取締役の任期は、当社定款の定めにより、他
の在任取締役の任期の満了する時までとなります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

注） １．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を

締結しており、当社取締役の損害を当該保険契約によって填補することとしております。石
川祐介氏が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、
当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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第５号議案 　取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件

　当社の取締役の報酬等の額は、2018年10月31日開催の第１期定時株主総会において年額300百
万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を含みません。）とご承認いただいております
が、今般、当社の取締役（社外取締役を除き、以下「対象取締役」といいます。）に当社の企業価値
の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めるこ
とを目的として、上記の報酬枠とは別枠で、対象取締役に対し、新たに譲渡制限付株式の付与のため
の報酬を支給すること又は譲渡制限付株式を報酬等として付与することにつきご承認をお願いいたし
ます。

　本議案に基づく譲渡制限付株式の付与は、取締役会決議に基づき、以下のいずれかの方法で行うも
のといたします。
① 対象取締役の報酬等として金銭の払込み又は現物出資財産の給付を要せずに当社の普通株式の発

行又は処分を行う方法
② 対象取締役に対して報酬等として金銭報酬債権を支給し、対象取締役が当該金銭報酬債権の全部

を現物出資財産として給付して、当社の普通株式の発行又は処分を受ける方法（以下「現物出資
交付」といいます。）

　本議案に基づき対象取締役に対して発行又は処分される当社の普通株式の総数は年間45,000株以
内、その報酬の総額は上記の目的を踏まえ相当と考えられる金額として年額200百万円以内といたし
ます。ただし、当社の発行済株式総数が、株式の併合又は株式の分割（株式無償割当てを含みま
す。）によって増減した場合は、上記の上限株式数はその比率に応じて調整されるものといたしま
す。
　なお、現物出資交付の場合の１株当たりの払込金額は各取締役会決議の日の前営業日における東京
証券取引所における当社の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近
取引日の終値）を基礎として、対象取締役に特に有利とならない範囲において取締役会にて決定しま
す。

　また、各対象取締役への具体的な支給時期及び配分については、取締役会において決定することと
いたします。
　なお、現在の対象取締役は２名であり、第４号議案が原案どおり承認可決されますと、対象取締役
は３名となります。

　また、本議案に基づく譲渡制限付株式の付与に当たっては、当社と対象取締役との間で、概要、以
下の内容を含む譲渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」といいます。）を締結するものといた
します。
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（1） 対象取締役は、本割当契約により割当てを受けた当社の普通株式（以下「本割当株式」とい
う。）について、本割当株式の交付日から当該対象取締役が当社の取締役その他当社の取締
役会で定める地位を退任又は退職する日までの期間（以下「譲渡制限期間」という。）、譲
渡、担保権の設定その他の処分をしてはならない（以下「譲渡制限」という。）。

（2） 対象取締役が当社の取締役会が定める期間（以下「役務提供期間」という。）が満了する前
に上記(1)に定める地位を退任又は退職した場合には、当社の取締役会が正当と認める理由が
ある場合を除き、当社は、本割当株式を当然に無償で取得する。

（3） 当社は、対象取締役が、役務提供期間中、継続して、上記(1)に定める地位にあったことを
条件として、本割当株式の全部について、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を
解除する。ただし、対象取締役が、上記(2)に定める当社の取締役会が正当と認める理由によ
り、役務提供期間が満了する前に上記(1)に定める地位を退任又は退職した場合には、譲渡制
限を解除する本割当株式の数を、必要に応じて合理的に調整するものとする。

（4） 当社は、譲渡制限期間が満了した時点において上記(3)の定めに基づき譲渡制限が解除され
ていない本割当株式を当然に無償で取得する。

（5） 当社は、譲渡制限期間中に、対象取締役が法令、社内規則又は本割当契約の違反その他本割
当株式を無償取得することが相当である事由として当社の取締役会で定める事由に該当した
場合、本割当株式を当然に無償で取得する。

（6） 上記(1)の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契
約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する事
項が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さな
い場合においては、当社の取締役会）で承認された場合には、当社の取締役会の決議によ
り、合理的に定める数の本割当株式について、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡
制限を解除する。

（7） 上記(6)に規定する場合においては、当社は、上記(6)の定めに基づき譲渡制限が解除された
直後の時点においてなお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

【譲渡制限付株式を付与することが相当である理由】
　本議案は、対象取締役に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、
株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、対象取締役に対して譲渡制限付株式の付
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与のための報酬を支給し、又は報酬等として譲渡制限付株式を付与するものです。
　当社は2021年８月17日開催の取締役会において取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に
関する方針を改定しており、その概要は事業報告15ページに記載のとおりでありますが、本議案を
ご承認いただいた場合は、本議案に基づき譲渡制限付株式を付与する内容に当該方針を変更すること
を予定しております。
　本議案に基づき１年間に発行又は処分される株式数の上限の発行済株式総数（2026年７月末日時
点）に占める割合は0.97％とその希薄化率は軽微です。そのため、本議案の内容は相当なものであ
ると判断しております。

（ご参考）
　当社は、当社の従業員、並びに当社子会社の取締役及び従業員に対し、譲渡制限付株式を付与して
おります。

以上

－ 35 －



見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会 会場ご案内図

東京都千代田区有楽町一丁目２番２号　東宝日比谷ビル　６階
株式会社さくらさくプラス本社会議室

東京ミッドタウン
日比谷

帝国ホテル

日比谷公園交番

日生劇場

東京宝塚
劇場日比谷公園

日比谷公会堂

内幸町交番

内幸町

日比谷

数寄屋橋

銀座四丁目
銀座交番

数寄屋橋交番

JR有楽町駅

外堀通り

内幸町駅みずほ銀行東京営業部方面出口

三越

晴海通り

和光

銀座駅 C1出口

日比谷駅 A11出口

日比谷駅 A5出口

みずほ銀行

泰明
小学校東宝日比谷ビル

当社会議室

有楽町駅 A7出口

(ＴＥＬ) 03-5860-9539
交通のご案内
ＪＲ
山手線・京浜東北線「有楽町駅」日比谷口……………………徒歩約４分

地下鉄
東京メトロ日比谷線「日比谷駅」A５出口 ……………………徒歩約１分
東京メトロ日比谷線・銀座線・丸ノ内線「銀座駅」C１出口  徒歩約３分

都営三田線・東京メトロ千代田線「日比谷駅」Ａ11出口 …徒歩約２分
東京メトロ有楽町線「有楽町駅」A７出口 ……………………徒歩約６分


